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・ 鳥取大学工学研究科（社会人ドクターコース・Ｒ４春開校）による企業課題解

決型の社会人ドクター育成 

・ 県立産業人材育成センターによる観光業初任者向け在職者訓練の実施 

・ デジタル活用、財務・マーケティングなど多様なビジネススキルを習得できるオン

ライン学習機会を提供し、企業の新分野展開など、在職者のスキル向上を推進 

・ とっとり副業・兼業プロジェクト「鳥取で週一副社長」による情報発信、大手

企業とのネットワーク構築によるビジネス人材誘致の強化 

・ 「とっとりロボットハブ」を活用した基礎知識習得、制御技術・システム判断・

コスト計算などの専門的技術研修を通じたＳＩｅｒの育成 

・ 経営層を対象にした意識変革、導入モデル習得に向けた人材育成メニュー構築 

・ 総務・企画部門などの実務者も対象とした、先端技術活用にかかる実践型連続

講座の実施 

・ 事業拡大や資本調達など経営者の成長意欲向上に向けた意識啓発とスキル向

上、監査法人による個別相談機会の創出 

・ 県内企業と投資家（金融機関、民間投資会社、投資ファンドなど）とのマッチ

ング機会の創出、資金調達の支援 

・ 鳥取短期大学「創造的観光人材育成プログラム」への「地域と観光」に関する

寄付講座開設（Ｒ３から実施し、Ｒ４から単位科目化） 

 

≪対策強化の方向性４ ＤＸ推進による生産性の向上≫ 
 

○ 産学官・支援機関連携による新たな実装推進体制「とっとりＤＸラボ」を構築し、

「ものづくり」「物流」「サービス」「農林水産業」のデジタル化推進など県内産業

のサプライチェーン強靭化・生産性向上を図ります。 

○ 県内で開発された技術活用によるＤＸ投資への重点支援など、県内企業のＤＸ推

進による生産性向上に向けた取組を支援します。 

○ ローカル５Ｇを活用したスマート工場化など最先端技術活用を促進しながら、実

証モデル構築・横展開・県内企業実装を推進します。 

○ データの見える化、自動化・非接触によるデジタル化など、物流分野における生

産性向上に向けた取組を支援します。 

○ ノウハウや人材不足によりデジタル化の取組が困難な小規模事業者を対象に、汎

用性の高いデジタルツール導入モデルの構築・横展開を推進します。 

○ 専門スキルを有するエキスパート人材から企業内実装人材、経営者の意識変革な

どのリテラシー向上まで体系的な「とっとりＤＸ人材」育成を推進します。 

○ 飲食・観光業などのサービス業の生産性向上に向け、デジタル活用による業務改

善・雇用管理・労務環境改善などを担う企業内人材育成を促進します。 

○ テレワーク導入やリモート商談など、デジタル活用による新たな働き方の導入を

推進します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 新たな実装推進体制「とっとりＤＸラボ」を構築し、県内外有識者で構成する

専門家会議の助言・メンタリング支援により、県内企業のデジタル実装を推進 
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・ 産業成長応援補助金による、県内技術を活用したＤＸ投資への重点支援 

・ ローカル５Ｇを活用したスマート工場化など最先端技術活用した開発や実証

事業を重点支援 

・ デジタル活用による物流改善に取り組む、荷主・運送事業者などへの経費支援 

・ 小規模事業者を対象にした汎用性の高いデジタルツール導入モデルの構築に

向け、専門コンサルタントによる伴走支援と商工団体などと連携した横展開 

・ ＡＩ活用実証を通じた、ものづくりにおけるＡＩ人材育成プログラムの構築 

・ 「スマートものづくりエキスパート育成スクール」によるＡＩ・ＩｏＴを活用

した現場改善手法の体系的な知識習得 

・ 「とっとりロボットハブ」を活用したロボット導入希望企業への実装支援 

・ 経営層を対象にした意識変革、導入モデル習得に向けた人材育成メニュー構築 

を含む実務者を対象にした先端技術活用にかかる実践型連続講座の実施 

・ 従業員間の情報共有や会計処理などのデジタル化による雇用環境改善・業務改

善などを担う企業内デジタル人材の育成 

・ テレワーク導入に必要な業務洗い出し、就業規則整備などを専門家が伴走支援 

・ 生産性向上に向けた管理・間接部門のデジタル化への経費支援 

 

≪対策強化の方向性５ 国内外への販路開拓の強化≫ 
 

○ 営業・商談のデジタル化に対応した新たな販路開拓支援を展開するとともに、海外

の現地拠点強化などリアルとバーチャルの両面で需要獲得を促進します。 

○ 海外富裕層などに向けた観光コンテンツの造成・情報発信やバーチャル観光ツア

ーの実施など新たなインバウンド層の誘客対策を強化します。 

○ オープンイノベーション手法を活用し、アイディア、人材、経営スキルなどを有す

る県内外企業（革新的ベンチャー）との協業による販路開拓を促進します。 

○ 自動車部品や医療機器分野など、製品開発から技術マッチング・受発注まで一貫し

たサポートによる製品開発・販路確保を推進します。 

○ マーケットインの視点を意識した商品開発などの支援を通じて、県内企業の経営

多角化や新分野展開による需要獲得を推進します。 

○ ＳＤＧｓやＥＳＧ（環境・社会・企業統治）経営などの県内企業の取組を支援し、

市場、消費者、投資家を誘引する企業価値向上を図ります。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 産業振興機構によるＷＥＢカタログやＶＲ工場見学ツール作成支援などオン

ラインでの販路開拓の促進 

・ 海外拠点設置の事前調査、現地販売・生産体制の強化、サプライチェーン再

構築など国際変動に対応した海外需要獲得に向けたモデル事業への経費支援 

・ オンライン商談や越境ＥＣのノウハウ・スキル習得に向けた、海外展開企業

育成塾の開催 

・ バーチャル観光ツアー造成などに向けた専門家による伴走支援 

・ 産業振興機構にオープンイノベーションコーディネーターを配置し、県外企

業などのマッチング促進、協業に向けたチームづくりから実証・事業化まで
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のサポート体制を構築 

・ 「自動車部品研究会」「とっとり医療・福祉関連産業ネットワーク」など成長

ものづくり分野における企業参入促進（研究開発・試作・商品開発・販路開拓） 

・ 産業振興機構による専門家派遣などを通じたマーケティングや新商品開発、商

品提案力強化支援に一体的展開によるマーケット型の経営展開サポート 

・ 製造業の経営多角化・新分野展開に向けて、製品開発から現場改善、デジタル

融合による価値創出、販路を見据えたものづくりなどを産業支援機関で構成す

るプロジェクトチームにより一貫支援 

・ ＥＳＧ経営に向けた意識啓発、専門家による助言、クラウドファンディングの

活用などを通じた経営スキル転換支援 

・ 新たな県版企業認証制度｢ＳＤＧｓ認証｣の創設 

 

≪対策強化の方向性６ 価値観・行動変容への対応力強化≫ 
 

○ 旅行需要の変化を踏まえ、本県の豊かな自然を活かし、かつ密を避けて安心安全で

楽しめる新たな観光スタイルの形成や一人当たりの滞在日数や観光消費額の増加

を目指す「魅力ある滞在型観光エリア」の創造を推進します。 

○ 食の安心・安全への消費者意識の高まりに対応した、機能性食品や健康食品などの

研究開発・販路開拓を促進します。 

○ 感染症対策ビジネスの需要の増加を捉えた先進的な取組に挑戦する県内企業の新

たな取組や設備投資への重点支援により県内企業の新事業展開を促進します。 

○ 医療・物流などの分野で進展する規制緩和の動向を見据え、遠隔・非対面ビジネス

モデルの創出を促進します。 

○ 今後需要拡大が見込まれる次世代成長分野への参入に向けたプラットフォーム

「産業未来創造研究会」を創設し、技術開発・需要獲得を促進します。 

○ 脱炭素社会の実現に向けて、県内企業が効率的に環境配慮に経営を行う環境を構

築し、県内企業の再エネ１００宣言ＲｅＡｃｔｉｏｎへの参加を推進します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 密を避けて楽しめる鳥取のアウトドアツーリズムやサイクルツーリズムのプ

ロモーション促進による誘客促進 

・ 「魅力ある滞在型観光エリア」における地域の拠点や中核を担う人材の育成や

各観光エリアの取組に対する支援 

・ 機能性食品や健康食品などの研究開発・商品開発に向けた産業技術センターな

どによる技術的サポート、事業化可能性調査や事業化に向けた研究開発支援 

・ 感染症ビジネス（医療機器・衛生用品・非接触機器など）の研究開発、商品開

発に向けた、産業成長応援補助金による、事業拡大や新事業展開にかかる設備

投資や商品開発・販路開拓への重点支援 

・ 産業振興機構が組織する「とっとり医療・福祉関連産業ネットワーク」による

デジタル医療分野への可能性検証から実証プロジェクトや事業化の推進 

・ グリーンテック（脱炭素関連・フードテック）や宇宙・航空（衛星データ活用・

ドローン物流）などの次世代成長分野への参入可能性の検証、実証プロジェク
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トの展開、事業化を推進する「産業未来創造研究会」の創設 

・ 産業成長応援補助金の重点支援分野に「低炭素技術開発関連分野」を追加 

・ 脱炭素関連技術開発を促進するグリーンイノベーション基金、戦略的基盤技術

高度化支援事業（サポーティングインダストリー）など、県内企業の国競争的

資金獲得に向けた支援機関連携による技術的サポート 

・ 再エネ１００宣言ＲｅＡｃｔｉｏｎ参加促進に向けた普及啓発・省エネ対応設

備導入支援 

 

≪プログラム２の成果目標指標（ＫＰＩ）≫              「★」は最重要指標 
 

指標名 目標 

★県内総生産（実質ＧＤＰ） １兆９千億円（Ｒ６） 

★製造品出荷額 ９千億円（Ｒ６） 

次世代成長分野への参入企業数 ５０社（Ｒ３～５） 

観光入込客数(年間) １，０００万人（Ｒ６） 
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① ３つの視点「拠点分散・国内回帰」「基盤的産業分野の競争力強化」「次世代

成長分野の需要獲得」に基づいた、戦略的な企業誘致・県内拠点の拡充 

② 副業・兼業やワーケーションなど、地域との多様な関わり方による多様な都

市部人材の鳥取への還流 

③ 鳥取の地から、新たな域外需要（新常態型）の獲得 

 プログラム３   人・企業・仕事 分散加速化プログラム 

新たな潮流「人・企業の分散」の引き込み、新常態型の域外需要獲得 

 

 

 
 
 
【主要数値指標（KPI）】 
機能移転・拠点分散誘致件数 ３０社（Ｒ３～５） 

都市部ビジネス人材確保数  ３００人（Ｒ３～５） 

県内企業の新増設支援や県外企業誘致、各種経営革新に向けた取組、さらには、高速道

路のミッシングリンク解消や空と海の定期航路開設などインフラ確保に向けた取組などの

積み重ねにより、本県産業は「電子部品・デバイス」「電気機械」など基幹的ものづくり

分野に加え、地域資源を余すところなく活用した「観光」「食品」産業の成長、さらには

地域独自の技術を活かした「バイオ・創薬」、「自動車・医療機器・航空機」分野の企業集

積など、国内外の景況変動への耐性を備えた多軸型の産業構造を築いてきました。 

一方で、コロナ禍を契機に、価値観変容に伴う大都市圏の過密リスク回避のほか、国内

外サプライチェーンリスクの軽減に向けた、都市部からの本社機能移転などＢＣＰ拠点整

備ニーズの高まり、さらにはリモートワーク環境の整備による働き方の見直しやサテライ

トオフィス需要の拡大など、地方への分散を目指す動きが加速しつつあります。 

「企業分散」の取り込み、ひいては持続的発展を可能とする産業基盤の形成に向け、大

都市圏からの本社機能移転やサプライチェーン・生産工程の国内回帰など「拠点分散・国

内回帰」、県内産業を牽引する「基盤的産業分野の競争力強化」、遠隔・非接触技術も含め

たデジタル・トランスフォーメーションや脱炭素関連ビジネスなど「次世代成長分野の需

要獲得」の３つの視点に基づき、戦略的な企業誘致及び県内拠点の拡充を図ります。 
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次に「人の分散」です。コロナ禍を契機にテレワークが普及し、働く場所を選ばない概

念が広く浸透する中、副業・兼業やワーケーションなどの働き方、地方への関心や地方と

の関わりを求めるニーズなどが高まりつつあります。また、移動制限による営業・商談の

非対面化が常態化する中、国内外ＥＣ市場も拡大傾向にあります。加えて、医療や教育、

移動など各分野で遠隔・非対面を前提とした規制緩和の進展が見込まれ、地方にいながら

域外需要を獲得する機会も拡大しつつあるなど、「仕事の分散」の流れも加速しています 

この分散の流れを本県に引き込んでいくため、二地域居住者や副業・兼業人材、プロボ

ノや長期・定期滞在者など、幅広い分野での人材誘致の取組を強化し、移住定住促進の視

点も組み込みながら、都市部人材の鳥取への還流を促進します。また、越境ＥＣを含めた

営業・商談のデジタル化、規制緩和を見据えた新たなサービス展開など、鳥取の地からグ

ローバル・都市圏の需要獲得を図ります。 

 

「人の分散」東京一極集中是正に向けた都市部人材の鳥取への還流 

 

「仕事の分散」鳥取の地から、新たな域外需要（新常態型）の獲得 
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≪対策強化の方向性１ 戦略的な企業立地・拠点分散の推進≫ 

（１）基盤的産業分野の競争力強化 

○ 基盤的産業分野における先進的な挑戦、規模拡大、県内技術を活用したＤＸ投資

による生産性向上などを重点支援し、競争力強化を図ります。 

○ 基盤的産業分野における脱炭素関連技術開発などの設備投資を重点支援すること

により、既存事業の強みを活かした脱炭素分野など産業需要の拡大が見込まれる

分野への新事業展開を促進します。 

○ 新事業展開を目指す県内企業と、外部の優れた産業技術、ＩＴ、研究開発力、専

門的経営スキルなどを有する県内外企業（革新的ベンチャーなど）とのマッチン

グを支援し、イノベーション創出・販路開拓を促進します。 

○ 「とっとりバイオフロンティア」「とっとり創薬実証センター」を拠点とした、研

究開発支援などを通じ、創薬事業化を促進します。 

○ 新分野展開からＩＰＯまで企業の段階に応じ、融資・劣後ローン・ベンチャーキ

ャピタルなど円滑な資金調達を支援します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 産業成長応援補助金による、事業拡大や新事業展開に向けた新増設、設備投資、

商品開発、販路開拓、及び県内技術を活用したＤＸ投資への重点支援 

・ 産業成長応援補助金の重点支援分野に「低炭素技術開発関連分野」を追加 

・ 産業振興機構にオープンイノベーションコーディネーターを配置し、県外企業

などのマッチング促進、協業に向けたチームづくりから実証・事業化までのサ

ポート体制を構築 

・ 戦略的基盤技術高度化支援事業（サポーティングインダストリー）など、県内

企業の国競争的資金獲得に向けた支援機関連携による技術的サポート 

・ 「とっとりバイオフロンティア」「とっとり創薬実装センター」による研究推進

体制の構築、創薬事業化に向け、基礎研究から実用化研究まで段階的な研究開発

支援の展開 

・ 事業拡大や資本調達など経営者の成長意欲向上に向けた意識啓発とスキル向

上、監査法人による個別相談機会の創出 

・ 県内企業と投資家（金融機関、民間投資会社、投資ファンドなど）とのマッチ

ング機会の創出、資金調達の支援 

 

（２）拠点分散・国内回帰 

○ 県外企業の本社機能移転の促進に向け、新たな支援制度を創設します。 

○ サプライチェーンリスク回避のためのＢＣＰ拠点ニーズの高まりなどの環境変化

を受け、国内拠点集約化や海外からの国内回帰など、新たな投資を呼び込みます 

○ 成長力の高い先端技術・サービス開発に挑戦する先駆的企業（先駆型ラボ）の立地

促進を図るため、ニーズに応じたきめ細やかな支援を展開します。 

○ 企業と人材が集まることで相互交流や連携を生み出す『とっとりワークプレイス

(オフィス拠点)』を県内各地に整備していきます。 
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＜県の主な取組＞ 

・ 県外企業の本社機能移転などに対して、設備投資と併せ、人材育成や商品開

発などの経費支援を行う新たな支援制度の創設 

・ 産業成長応援補助金による国内回帰・拠点集約に係る設備投資への重点支援 

・ 事前調査から研究開発拠点設置まで段階に応じた支援を組み込んだ先駆型ラ

ボ誘致の展開 

・ 民間主導による「とっとりワークプレイス（サテライトオフィス拠点）」の整

備・開設を支援 

 

（３）次世代成長分野の需要獲得 

○ 産学官連携による技術開発・導入プラットフォーム「産業未来創造研究会」を創設

し、今後需要拡大が見込まれる次世代成長分野（グリーン・テック、メディカル・

テック、宇宙・航空など）の産業創造・需要獲得を促進します。 

○ リモートワーカーや副業・兼業の視点も組み込んだ立地支援を通じて、今後の需要

拡大が見込まれる次世代ソフトウェア産業の産業集積を図ります。 

○ 専門スキルを有するエキスパート人材から企業内実装人材、経営者の意識変革な

どのリテラシー向上まで体系的な「とっとりＤＸ人材」の育成を推進します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 「産業未来創造研究会」創設による、次世代成長分野への参入可能性の検証、実

証プロジェクトの展開、事業化・販路展開などの推進 

・ 脱炭素関連技術開発を促進するグリーンイノベーション基金、戦略的基盤技術

高度化支援事業（サポーティングインダストリー）など、県内企業の国競争的資

金獲得に向けた支援機関連携による技術的サポート 

・ 事務所開設、リモートワーカーなどを含む人材確保への支援による次世代ソフ

トウェア関連企業の立地促進 

・ ＡＩ活用実証を通じた、ものづくりにおけるＡＩ人材育成プログラムの構築 

・ 「スマートものづくりエキスパート育成スクール」によるＡＩ・ＩｏＴを活用し

た現場改善手法の体系的な知識習得 

・ 「とっとりロボットハブ」を活用したロボット導入企業の技術者向け専門技術

研修 

・ 経営層を対象にした意識変革、導入モデル習得に向けた人材育成メニュー構築 

・ 総務・企画部門などの実務者も対象とした、先端技術活用にかかる実践型連続講

座の実施 

 

≪対策強化の方向性２ 都市部人材の鳥取への還流≫ 
 

○ 県立ハローワークによる県内の副業活用企業の開拓及び求人サイトと連携した

“とっとり副業・兼業プロジェクト「鳥取で週一副社長」”を通じて、副業を含め

た都市ビジネス人材の誘致を推進します。 

○ 地域課題解決に取り組む市町村・企業・地域団体などに副業・プロボノなどで多様

に関わる「鳥取型福業モデル」を推進します。 
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○ 県外本社企業の機能移転やサテライトオフィス誘致に伴う移住者への支援や企業

の人材定着支援などにより、新たな人の流れを県内に引き込みます。 

○ ワーケーション拠点整備への支援やファミリーワーケーションなどのプログラム

の作成・情報発信により、都市部企業人材による関係人口形成を推進します。 

○ 首都圏や関西圏などのＩＪＵターン希望者に対し、リモートによる県内企業の魅

力発信や個別相談の就労支援、テレワークを活用した鳥取での“新しい働き方”の

発信を通じて、本県へのＩＪＵターンを促進します。 

○ ふるさと情報や就活支援情報の発信や学生と県内社会人とのオンラインによるコミ

ュニティの形成支援などにより、学生と本県とのつながりを強化し、若者定着やＵタ

ーンを推進します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ とっとり副業・兼業プロジェクト「鳥取で週一副社長」による情報発信、大手企

業とのネットワーク構築によるビジネス人材誘致の強化 

・ 県立ハローワークとプロフェッショナル人材戦略拠点との連携による、県内企

業と都市部ビジネス人材とのマッチングの促進 

・ 都市部企業人材が県内地域や企業の課題解決を行うモデルプログラムの実施 

・ 県内でワーケーションを実施する県外企業・団体への事業費支援 

・ 県外企業の本社機能移転などに対して、設備投資と併せ、人材育成や商品開発な

どの経費支援を行う新たな支援制度の創設、移転に伴う移住者への奨励金支援 

・ 県立ハローワークや公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構によるＩＪＵターン

就職支援、オンライン活用による相談機能の向上 

・ スマートフォンアプリ「とりふる」の機能拡充による企業と若者のマッチング促進 

・ テレワークをしながら鳥取暮らしを体験するモニター事業や子育て世代を対象

にワーケーションプログラムなどを通じた情報発信 

 

≪対策強化の方向性３ 鳥取の地から、新たな域外需要（新常態型）の獲得≫ 

（１）タッチレス・リモートに対応した需要獲得 

○ 急速に進む「非接触・非対面」を前提とした営業・商談のデジタル化への対応など

新たな需要獲得に向けた取組を支援します。 

○ ＥＣ活用など鳥取の地から域外需要を獲得する取組を支援します。 

○ ノウハウ・人材不足によりデジタル化が進まない小規模事業者を対象にした導入

モデル構築を通じてデジタル化を推進します。 

○ 飲食店のデジタル化や新たな業態導入への支援を通じて、経営安定化及び経営基

盤の強化を図ります。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 産業振興機構によるＷＥＢ製品カタログやＶＲ工場見学ツールの作成支援 

・ 産業成長応援補助金によるデジタル活用による販路開拓手法（ＥＣなど）の導

入支援 

・ 自らＥＣ販売に取り組む事業者のサイト構築、宅配事業者と連携した新しい販

売チャンネルなどの販路開拓を支援 
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・ 飲食店が取り組む自社メニューの加工品化などの新業態導入を支援 

・ 飲食店が取り組むモバイルオーダーやキャッシュレス決済システムの導入な

ど経営のデジタル化を促進 

・ オンラインでの県産品販売に向けたＷＥＢアンテナショップ常設、プロモーシ

ョンの強化 

・ ＡＩチャットボットや定型作業を自動処理するＲＰＡなど汎用性の高いデジ

タルツール導入に取り組む小規模事業者導入モデルの構築と横展開 

 

（２）新たな手法による海外需要獲得 

○ オンライン商談会及び越境ＥＣの効果的な活用などオンラインによるグローバル

需要獲得に向けた取組を支援します。 

○ 新常態によるインバウンド需要獲得に向け、海外富裕層に向けた観光コンテンツ

の造成・情報発信、バーチャル観光ツアーの実施など新たなインバウンド層の誘客

対策を強化します。 

○ オンラインによる海外展開や現地拠点の活用など、国際経済変動などに対応した

海外需要獲得に向けた取組を支援します。 

○ インバウンドや物流需要の回復期を見据え、空と海の国際定期便などの運航再開

に向けた活動を展開します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ とっとり国際ビジネスセンターなど貿易支援機関による、海外展開に向けた伴

走支援 

・ オンライン商談や越境ＥＣのノウハウ・スキル習得に向けた、海外展開企業育

成塾の開催 

・ 製品・技術の良さをＷＥＢで伝えるプロモーション動画作成支援 

・ 越境ＥＣテストマーケティングや海外オンライン展示会への出展など、オンラ

インビジネスマッチングによる海外販路開拓の促進 

・ インバウンド向けオンラインツアー造成など、専門家による伴走支援 

・ 海外拠点設置の事前調査、現地販売・生産体制の強化、サプライチェーン再構

築など海外需要獲得に向けたモデル創出 

 

（３）規制緩和・行動変容を見据えた需要獲得 

○ 医療・物流などの分野で進展する規制緩和の動向を見据え、遠隔・非対面ビジネス

モデルの創出を促進します。 

○ アウトドアツーリズムなど新たな観光コンテンツの造成・ＰＲ、魅力ある滞在型観

光エリアの創造などを通じて、個人型の国内観光などを中心に捉えた収益構造転

換を図ります 

○ 産学官・支援機関連携による新たな実装推進体制「とっとりＤＸラボ」を構築の

上、「ものづくり」「物流」「サービス」「農林水産業」のデジタル化を推進し、各

分野の革新的実装モデルの創出を促進します。 
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＜県の主な取組＞ 

・ 「とっとり医療・福祉関連産業ネットワーク」によるデジタル医療分野への可

能性調査から実証プロジェクト、事業化の推進 

・ グリーンテック（脱炭素関連・フードテック）や宇宙・航空（衛星データ活用・

ドローン物流）など次世代成長分野への参入可能性の検証、実証プロジェクト

の展開、事業化を推進する「産業未来創造研究会」の創設 

・ 革新的な製品・サービスの事業化に向けた研究開発支援 

・ 鳥取でのキャンプ「トリキャン」など、密を避けて楽しめる鳥取のアウトドア

ツーリズムのプロモーション促進 

・ 鳥取うみなみロードのＰＲやサイクリスト支援体制整備などサイクルツーリ

ズムの推進 

・ 新たな実装推進体制「とっとりＤＸラボ」を構築し、県内外有識者で構成する

専門家会議の助言・メンタリング支援により、県内企業のデジタル実装を推進 

・ 地域での実装や定着が見込まれるＩＣＴ技術活用商品・サービスの事業化に向

けた企業間連携又は市町村連携による開発・実証への支援 

・ ローカル５Ｇを活用したスマート工場化など最先端技術活用した開発や実証

事業を重点支援 

 

≪プログラム３の成果目標指標（ＫＰＩ）≫              「★」は最重要指標 
 

指標名 目標 

★機能移転・拠点分散誘致件数 ３０社（Ｒ３～５） 

★都市部ビジネス人材確保数 ３００人（Ｒ３～５） 

ＩＪＵターンの受入者数 １２，５００人（Ｒ２～６） 

国際取引を行う企業の割合 ４０％（Ｒ６） 
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① 新たな実装推進体制「とっとりＤＸラボ」の構築 

② 「ものづくり」「物流」「サービス」「農林水産業」のデジタル化推進による、県

内産業のサプライチェーン強靭化、革新的実装モデルの創出・普及 

③ 県内ＤＸ関連技術の強力な地産地消 

④ 産学官・支援機関連携による体系的ＤＸ人材育成（とっとりＤＸ人材育成） 

 プログラム４   DX推進 産業スマート化プログラム 

DX推進による生産性向上、革新的実装モデルの創出・普及 

 

 

 

 
【主要数値指標（KPI）】 
ＤＸ対応転換企業 ３００社（Ｒ３～５） 

とっとりＤＸ人材育成に取り組む企業 １００社（Ｒ３～５） 

労働生産性（一人あたり県内総生産） ７００万円（Ｒ６） 

コロナ禍にあって、デジタル技術の社会実装速度は、さらに加速度を高めています。本

県においても平成２９年、産学官連携による先端技術導入プラットフォーム「とっとりＩ

ｏＴ推進ラボ」を創設するとともに、産業振興機構によるスマートものづくり推進、産業

技術センターによるロボット実装ハブ整備など支援体制を強化しながら、デジタル技術の

企業内実装に向け、取組を進めてきたところです。 

このような中、ＩＣＴ技術の生産・オフィス活動への導入に留まらず、データとデジタ

ル技術を活用しながら、製品・サービス、ビジネスモデルや組織・業務プロセスを変革し

ていくＤＸ（Digital-Transformation）推進への意識が国内外において急速に高まってい

ます。また、国内外における競争環境の激化や人手不足など、先行き不透明なビジネス環

境にあって、県内事業者が競争力を維持・強化し、将来に亘って持続的な発展を遂げてい

くには、デジタル技術を活用した新たなビジネスモデルの構築や柔軟な改変、いわゆる

“ＤＸ”推進が、今や企業規模や業種を問わず、不可欠な状況にあります。 

事業活動の生産性向上と付加価値創造を図るため、産学官・支援機関連携による新たな

実装推進体制「とっとりＤＸラボ」を構築した上で、「ものづくり」「物流」「サービス」

「農林水産業」などの分野を重点スマート化推進分野に位置づけながら、県内産業のサプ

ライチェーン強靭化を図るとともに、小規模事業者を含め段階に応じたＤＸ推進に取り組

みます。その際、県内企業が有する技術を最大限活用するなど、県内ＤＸ関連技術の強力

な地産地消を推進します。 

また、効果的な企業内ＤＸ推進に向け、経営層の

意識変革を促すとともに、ＡＩ・ロボティクス・５

Ｇなど先端デジタル技術を活用した社会課題解決、

企業内専門人材育成の取組を強化します。さらに、

県内教育機関と企業連携により、ＩＣＴリテラシー

向上につながる人材育成プログラムを構築するほ

か、誰もが自発的にＩＣＴスキルを学ぶことができ

る環境づくりなど取り組みながら、次世代ＤＸ人材

育成を推進します。 
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ＤＸ推進ステップ（企業規模や業種に応じたステージ毎の支援） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産学官・支援機関連携による「とっとりＤＸ人材」育成体系 

 

 

 



- 47 - 

 

≪対策強化の方向性１ ＤＸ推進体制の強化≫ 
 

○ 部局横断的にデジタル化を推進する司令塔である「鳥取県Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０推

進本部」を中心に、「鳥取県情報技術活用推進計画」（令和３年３月策定予定）に基

づき、ＤＸ県庁・デジタル行政を推進するとともに、ＡI・ＩｏＴなどの先端技術

を活用した地域活性化や県内産業のデジタル化を促進します。 

○ 本県のＳｏｃｉｅｔｙ５．０の推進に向けて、知事を「ＣＩＯ（最高情報責任者）」

として位置づけるほか、ＩＣＴを取り巻く情勢について、広範かつ専門的な知見を

有し、ＣＩＯに対し、必要な支援・助言を行う「ＣＩＯ補佐官」を設置します。 

○ 県内産業のＤＸ推進による生産性向上と付加価値創造を図るため、新たな実装推

進体制「とっとりＤＸラボ」を構築し、専門家による助言・伴走支援などにより、

３つの分野(導入推進・人材育成・最先端技術挑戦)で取組を強力に推進します。 

○ 県内技術を活用した県内企業のＤＸ投資に対する重点支援や「鳥取県版Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０検討サポート企業」制度を活用した県事業への県内ＩＣＴ技術の提案

を通じ、県内ＤＸ関連技術の地産地消を推進します。 

○ 市町村や関係団体と連携しながら、５Ｇなど先端技術を活用した地域活性化や地

域課題の解決に向けた取組を推進します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 新たな実装推進体制「とっとりＤＸラボ」を構築し、県内外有識者で構成する

専門家会議の助言・メンタリング支援により県内企業のデジタル実装を推進 

・ 「鳥取県版Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０検討サポート企業」制度の運用 

・ 産業成長応援補助金による、県内技術を活用したＤＸ投資への重点支援 

・ ５Ｇ対応の「コネクテッドカー」を活用した地域出張型行政サービスモデルの

構築 

 

〔参考〕Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０地域出張型行政サービスモデル事業（鳥取県） 
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≪対策強化の方向性２ 実装の加速化≫ 

（１）小規模事業者等のデジタル化の強力な推進 

○ ノウハウや人材不足によりデジタル化の取組が困難な小規模事業者を対象に、汎

用性の高いデジタルツール導入モデルの構築・横展開を推進します。 

○ 導入モデル事業などを通じ、デジタル化に向けた商工団体の伴走支援力を強化し、

小規模事業者のデジタル化の推進体制を強化します。 

○ 飲食店のデジタル化を支援し事業継続に必要な効率化・生産性向上を促進します 

○ 路線バスにおけるキャッシュレス決済の導入推進やバス情報のオープン化・標準

化通じ、路線バスの更なる利便性向上を促進します。 

○ テレワーク導入やリモート商談など、デジタル活用による新たな働き方の導入を

推進します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 問合せに自動応答するＡＩチャットボットや定型作業を自動処理するＲＰＡな

ど、汎用性の高いデジタルツールを活用した導入モデル構築 

・ 導入モデルで得られた知見を基にした商工団体向けセミナーの開催 

・ 飲食店のモバイルオーダーや電子決済などの導入経費を支援 

・ 路線バスにおけるキャッシュレス決済導入可能性検証とＱＲコード決済活用な

どの実証実験、バスネット・バスロケーションシステム改修によるオープン化 

・ テレワーク導入に必要な業務洗い出しや就業規則整備など、専門家による伴走

支援 

・ 産業成長応援補助金において、管理・間接部門のデジタル化の支援拡充 

 

（２）分野・業種別実装に向けた取組の強化 

○ 産業振興機構に設置する「ＩｏＴ・ＡＩ導入サポートセンター」による相談対応や

専門家派遣を通じ、企業内実装を促進します。 

○ 「スマートものづくり応援隊」や「とっとりロボットハブ」を活用し、ものづくり

現場のＩｏＴや産業用ロボットの利活用推進を図ります。 

○ 県内で開発された先端技術を活用したＤＸ投資への重点支援を通じ、県内企業の

実装を促進します。 

○ 物流分野のデータの見える化、自動化・非接触によるデジタル化、観光分野のデジ

タルコンテンツ造成など、重点スマート化推進分野のＤＸ推進を図ります。 

○ 飲食・観光をはじめとしたサービス業の生産性向上に向け、デジタル技術活用によ

る雇用管理や労務環境改善、組織改革などを担う企業内人材育成を促進します。 

○ 農業用ドローンや収量計測コンバインなどの実装を通じ、担い手不足や高齢化の

進行に対応するスマート農林水産業の社会実装の促進を図ります。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 産業振興機構（ＡＩ・ＩｏＴマネージャー）によるワンストップ相談対応や伴走

支援 

・ 「スマートものづくり応援隊」や「とっとりロボットハブ」において、生産工程

の改善指導、導入前の費用対効果や導入効果検証など、専門家による伴走支援 
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・ 産業成長応援補助金による、県内技術を活用したＤＸ投資への重点支援 

・ デジタル活用によって物流改善に取り組む、荷主・運送事業者などへの経費支援 

・ インバウンド向けオンラインツアー造成などに対する専門家による伴走支援 

・ ＡＩ需要予測のモデル実証を通じ、旅館などの労務管理・仕入管理の最適化 

・ デジタル技術を活用した雇用環境改善に向けた専門家派遣や人材育成によるサ

ービス業の生産性向上支援 

・ スマート農業機械・設備の導入支援、農業用ドローン操作技術習得支援 

・ 森林情報のデジタル化による効率的な皆伐地選定や路網整備の推進 

・ デジタル活用による高精度な海況予測の提供(スマート水産業) 

 

（３）重点スマート化推進分野を中心とした革新的実装モデルの構築 

○ 企業間の共同開発や市町村と連携した地域実証を通じ、先端技術を活用したシス

テム・サービスの実用化・事業化を促進します。 

○ 衛星データなど最先端技術を活用したスマート農業など、農林水産業の各分野の

実証事業の検証及び体系化・普及の促進を図ります。 

○ 「鳥取県Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０推進本部」を中心に、市町村や関係団体と連携しな

がら５Ｇなどの先端技術を活用した社会課題解決モデルを創出します。 

○ ローカル５Ｇを活用したスマート工場化など最先端技術活用を促進しながら、実

証モデル構築・横展開・県内企業実装を推進します。 

○ 県内企業のＤＸ推進に向け、経営者層及び実務者双方の意識変革を促し、ＤＸ推進

に向けた経営スキルや導入技術の獲得を促進します。 
 

＜県の主な取組＞ 

・ 地域での実装や定着が見込まれるデジタル技術活用商品・サービスの企業間連

携又は市町村連携による開発・実証への支援 

・ 交通手段同士の統合や交通と交通以外の分野（観光・医療福祉等）の連携など、

革新的統合移動サービス（ＭａａＳ）の導入支援 

・ 「ＭＯＮＯＺＵＫＵＲＩエキスパート」事業によるＡＩ活用による熟練技術の

見える化など企業内実装モデルの構築 

・ 先端技術を活用したスマート農業技術の開発・実証、費用対効果の検証と体系化 

・ 市町村と連携した５Ｇなどの移動通信を活用した出張行政サービス提供モデル

の構築 

・ ローカル５Ｇを活用したスマート工場化など最先端技術活用した開発や実証事

業を重点支援 

 

≪対策強化の方向性３ 体系的なＤＸ人材育成≫ 

〔デジタル専門人材の育成〕 

○ ものづくり現場の高度な技術・技能・知識とＡＩの知識やスキルを併せ持ち、生産

現場を革新する「とっとりＭＯＭ」など専門人材育成を推進します。 

○ 「とっとりロボットハブ」による企業内ＤＸ人材、ＳＩｅｒの育成などにより、も

のづくり分野のＤＸ推進を図ります。 


